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1. はじめに

＜世界農政の動き＞

• 生産者保護政策は価格支持から直接支払へ

→ 日本でも直接支払を導入

• 直接支払の特徴は施策の対象を限定できる点

（生源寺, 2006; 荘林・木村, 2014）

＜日本の直接支払制度＞

• 構造政策と組み合わせた制度設計

• 支払の対象を担い手に限定

→ 所得補償と構造政策の両立が重要

研究課題：直接支払が農地流動化に与える影響を検証

3



1.はじめに 2.直接支払と構造政策 3.理論モデル 4.計量分析 5.結論と今後の課題 4

＜先行研究＞

• 直接支払が構造改善を阻害する可能性

(飯國, 2001; 松田, 2004)

• 直接支払は構造改善の推進要因にも阻害要因にもなり
うる (安藤, 2011)

• 日本の水田農業を対象とした直接支払は、構造政策と
整合的 (多田, 2019)

→直接支払が構造政策に与える影響は実証的テーマ
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2. 直接支払と構造政策

＜直接支払の分類＞

• 多田・伊藤(2018)を参考に直接支払を3種類に分類

①生産調整助成 ②畑作物助成 ③収入減少助成
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表1 直接支払の詳細

2004年 2009年 2014年

生産調整助成
産地づくり対策

産地確立交付金
水田等有効活用促進対策
稲作構造改革促進交付金

米の直接支払交付金
水田活用の直接支払交付金

畑作物助成 生産条件不利補正対策 畑作物の直接支払交付金

収入減少助成
稲作所得基盤確保対策
担い手経営安定対策

収入減少影響緩和対策 収入減少影響緩和対策
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＜直接支払交付額の推移＞
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図1 直接支払交付額の推移

注）直接支払交付額は筆者の独自推計による.

→ 直接支払交付額は増加傾向
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＜直接支払と流動化率の関係＞

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0 10 20 30 40 50

流
動
化
率

補助金単価（千円/10a）

2005年

2010年

2015年

図2 都道府県別 補助金単価と流動化率の関係

出所）『農林業センサス累年統計―地域編― 』及び独自推計データ

１）補助金単価=直接支払交付額/経営耕地面積.

２）流動化率=借入耕地面積/経営耕地面積.

→ 補助金単価と流動化率には正の相関関係
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3. 理論モデル
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• 𝑆𝑖は農家𝑖の農地需要曲線

→農地需要は農家2＞農家1

• 両農家の所有農地は ҧ𝑆

• 需給均衡条件は
(𝑆1 − ҧ𝑆) + (𝑆2 − ҧ𝑆) = 0

→均衡地代：𝑟∗

流動化面積：∆S

＜農地貸借の理論モデル (伊藤, 2015; 松田, 2004)＞

図3 農地貸借の理論モデル
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• 直接支払が農地貸借市場に与える影響

図4 全農家への一律な支払 図5 担い手限定的な支払

→ 選別的な支払は農地貸借を促進
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4. 計量分析

＜概要＞

• 主なデータソースは『農林業センサス』

• 都道府県別のパネルデータを使用

• 対象期間：2005年、2010年、2015年の3ヶ年

• 直接支払の都道府県別交付額をまとめた政府統計なし

→多田(2019)を参考に独自推計
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＜直接支払に関する変数＞

• 3種類の変数を設定

「生産調整助成の補助金単価」

「畑作物助成・収入減少助成の補助金単価」

「制度変更ダミー」

• 「補助金単価」の定義は2通り

補助金単価1＝推計交付額/経営耕地面積

補助金単価2＝推計交付額/経営体数

→2つのモデルで頑健性テスト
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  モデル(Ⅰ) モデル(Ⅱ) 

 
生産調整助成の補助金単価 1  0.650***  (0.158)   

畑作物助成・収入減少助成の補助金単価 1 

 

 

 0.789*** (0.142)   

生産調整助成の補助金単価 2    0.143** (0.071) 

畑作物助成・収入減少助成の補助金単価 2 

 

   0.368***  (0.074) 

制度変更ダミー 

 

 0.063***  (0.010) 0.069***  (0.010) 

貸借バランス  -0.035*  (0.018) -0.033*  (0.019) 

標本数  135 135 

決定係数 

 

 0.915 0.915 

 

表2 FE推計の結果（抜粋）

1）括弧内は標準誤差である.

2) ***、**、*はそれぞれ1%、5%、10%水準で有意であることを意味する.

＜分析結果＞

• 両モデルの推計結果に大差なし→結果は頑健
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• 直接支払に関する変数は全て正で有意

→助成の種類に関わらず直接支払は流動化を促進

• 貸借バランスは負で有意

→出し手と受け手のバランスが重要

説明変数 符号

生産調整助成の補助金単価 ＋

畑作物助成・収入減少助成の補助金単価 ＋

制度変更ダミー ＋

貸借バランス －

＜考察＞
表3 説明変数と係数の符号
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5. 結論と今後の課題

＜結論＞

直接支払は助成の種類に関わらず流動化を促進

→ 日本の直接支払は構造政策と整合的

＜課題＞

• 内生性の克服

• ミクロレベルでの分析

• 全年度を対象とした分析
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